
平成27年度　課の事業一覧

組
織
名

重
点
項
目

課長 1 人

係長 2 人

職員 6 人

No. 主要 業務目的 課題

1

｢元気発進！子どもプ
ラン（第２次計画）」の
推進及び子ども・子
育て支援新制度等の
周知

・｢元気発進！子どもプラ
ン（第２次計画）」の進捗
管理方法の構築が必
要。
・平成27年4月から子ど
も・子育て支援新制度が
始まることから、新制度
の周知が必要。

2
｢元気発進！子どもプ
ラン」に基づいた子ど
も関連施策の推進

個別事業の進捗と施策
の成果の点検・評価が必
要

3 ○

4

5 －

子どもの豊かな感性や創造力を育み、子育て中の保護者
が持つ負担や不安感を解消するための総合的な子育て支
援拠点施設として、「子どもの館」、「子育てふれあい交流
プラザ」の運営を行う。（両施設ともに、「指定管理者」が運
営）

子育ての悩みや不安
への対応

赤ちゃんの駅登録事業
官民が協力して、乳幼児を持つ保護者が外出した際、授
乳やオムツ換えができる施設を「赤ちゃんの駅」として登録
し、子育て中の親が安心して外出できる環境づくりを行う。

子育ての悩みや不安を
緩和するよう、身近な地
域で親子を支える仕組
みをつくるとともに、子育
てを地域で支えるという
意識を市民に啓発するこ
とが必要

民間活力の導入など、経済的・効率的な登
録施設数増や利用促進に努める。

地域における子育て支援へ
の啓発事業

本市や企業、支援団体による子育て支援の取組みについ
て、幅広く周知・ＰＲを行い利用促進を図るとともに、地域
社会全体で子育てを支えるという意識を市民に啓発する。

子育て支援拠点施設での各種事業との協
働により、地域社会全体で子育て支援する
環境づくりの啓発を行う。

子どもの館・子育てふれあい
交流プラザの運営

－

次期子どもプラン推進事業
｢元気発進！子どもプラン（第２次計画）」の進捗状況の把
握や調査・審議、子ども・子育て支援新制度等の周知を行
う。

・｢元気発進！子どもプラン（第２次計画）」
の進捗状況の把握や調査・審議
・｢元気発進！子どもプラン（第２次計画）」
の点検・評価を円滑に行うため、方法等の
検討を行う。
・子ども・子育て支援新制度の開始（平成
27年4月）にあわせ、周知を行う。

北九州市後期次世代育成行
動計画推進事業

｢元気発進！子どもプラン」に基づく平成26年度事業の点
検・評価を行う。

昨年度と同様の手法で、点検・評価を行
う。

5,355,149 千円 76,500 千円

事業名 事業概要 課題解決に向けた強化・見直し内容

子ども家庭局 総務企画課
・｢元気発進！子どもプラン（第２次計画）」の推進および子ども・子育て支援新制度等の周知
・子ども・子育て支援新制度の本格実施に伴う支援体制の充実（運営経費・施設整備費等の充実）
・次期子どもプランに基づく、子育ての悩みや不安に対応する事業の実施

課
長
名

吉峯　禎利
コ
ス
ト
事業費

27年度当初予算額

人件費

目安の金額



No. 主要 業務目的 課題事業名 事業概要 課題解決に向けた強化・見直し内容

6 ○

必要とされる子育てに関
する情報が市民に届くよ
う、情報提供のあり方を
見直すとともに、内容を
充実させることが必要

7 －

8

9

10

11

－

子ども家庭政策課一般 一般事務費

草刈事業
当局が所管している空き地等に繁茂した雑草を除去する
ことにより、害虫などの発生を予防し、景観の維持及び生
活環境の保全等に寄与する。

子ども家庭職員費 子ども家庭局の職員費

子育ての悩みや不安
への対応

人権研修等各種研修参加に要する経費

その他 －

子育てに関する情報提供・Ｐ
Ｒ

子育て中の人が、子どもの成長に応じた情報をタイムリー
に、かつ手軽に入手できるよう、情報誌「北九州市こそだ
て情報」や「子ども家庭レポート」を発行し、子育てに関す
る情報の提供を行う。

子育て中の人が、子どもの成長に応じた情
報をタイムリーに、かつ手軽に入手できる
よう、情報誌の内容や情報提供方法の充
実を、引き続き図っていく。

少子化対策強化事業

地域社会全体の子育て力を高めるため、（１）結婚・妊娠・
出産・育児の切れ目ない支援を行うための仕組みの構築
（２）結婚に向けた情報提供等（３）結婚・妊娠・出産・育児
をしやすい地域づくりに向けた環境整備（４）少子化対策へ
の前向きな機運の醸成を行う。

－

研究集会等参加事業



平成27年度　課の事業一覧

組
織
名

重
点
項
目

課長 1 人

係長 3 人

職員 4 人

No. 主要 業務目的 課題

1

2

3 ○

4

5 ○

6 ○

7 ○

8

9

新・施設型給付（幼稚園・認
定こども園）

新制度に移行する私立幼稚園や認定こども園の施設型給
付金および運営費等を助成する。

子ども・子育て支援新制度実
施事業

平成27年４月施行の子ども・子育て支援新制度で定めら
れた業務を行う。その他、制度を円滑に実施するために必
要な各種事務・事業を行う。

新・子ども・子育て支援新制
度システム保守・改修

子ども・子育て支援新制度にかかる情報システムを安 定
かつ効率的に稼動させるために保守・改修を行う。
併せて、社会保障・税に関わる番号制度（マイナンバー制
度）の導入に伴う改修を行う。

幼稚園預かり保育運営支援
事業

長時間預かり保育等を行う私立幼稚園に対し、運営に要
する費用を助成することにより、子どもを安心して育てるこ
とが出来るような体制整備を行う。

新・幼稚園教諭免許状を有
する者の保育士資格取得者
支援事業

幼稚園免許状を有する者の保育士資格習得を支援や幼
稚園教諭の確保により、子ども・子育て支援新制度の円
滑な実施を図ることを目的とする。

地域型保育給付（小規模保
育　幼稚園）

「元気発進！子どもプラン」（次期計画）に基づき、年度中
途の入所が困難となっている３歳未満児の保育ニーズに
対応するため、小規模保育事業を実施する幼稚園に対
し、運営費を助成する。

認定こども園整備事業
認定こども園施設整備に要する費用を助成することによ
り、子どもを安心して育てることが出来るような体制整備を
行う。

幼児期の学校教育・
保育の充実

質の高い教育・保育を提
供するとともに、保育の
量の拡充により年間を通
じた待機児童の解消を
図ることが必要

幼稚園や認定こども園の質の向上を図る
ための支援を行うとともに、教育・保育の需
要を踏まえたうえで、必要な保育サービス
の強化に取り組む。

小規模保育設置促進事業
（幼稚園）

小規模保育事業の施設整備に要する費用を助成すること
により、子どもを安心して育てることが出来るような体制整
備を行う。

新・一時預かり事業（幼稚園
型）

私立幼稚園等が主に園児を対象に行う「一時預かり事業
（幼稚園型）」に要する費用を助成する。

3,301,013 千円 71,500 千円

事業名 事業概要 課題解決に向けた強化・見直し内容

子ども家庭局 幼稚園・こども園課
・子ども・子育て支援新制度等の実施体制の整備及び周知
・子ども・子育て支援新制度の本格実施に伴う支援体制の充実（運営経費・施設整備費等の充実）
・教育及び保育の質の向上を図るための私立幼稚園・認定こども園への支援の充実

課
長
名

坂田　春樹
コ
ス
ト
事業費

27年度当初予算額

人件費

目安の金額



No. 主要 業務目的 課題事業名 事業概要 課題解決に向けた強化・見直し内容

10 ○

11 ○

12 ○

13

14

15

16 ○
保育所、幼稚園から
小学校への円滑な接
続

管理職や連携担当者な
ど関係者の連携に対す
る意識の違いで、連携の
内容や頻度にばらつき
が見られることから、保
育所・幼稚園・小学校の
連携を組織的・体系的に
進めることが必要。

17 その他 －

保幼小連携推進事業

保幼小の代表者で構成する「保幼小連携推進連絡協議
会」を設置し、保・幼・小の各施設に設置した連携担当者
の名簿や保幼小連携啓発パンフレットの活用、研修会な
どを行う。

連携担当者名簿や保幼小連携啓発パンフ
レットの更なる活用を促し、連携事業の一
層の推進を図る。

就園奨励費事務 就園奨励費補助業務にかかる一般経費。 －

私立幼稚園の施設整備を促進することにより、私立幼稚
園の充実を図るため、一般社団法人北九州市私立幼稚園
連盟が各私立幼稚園に貸付を行うために必要な資金を融
資する。

私立幼稚園連盟が一般社団法人化された
ことに伴い、私立幼稚園連盟が新たに貸付
を行うには貸金業の登録が必要。そのた
め今後の私立幼稚園連盟からの新規貸付
は行わない。

私立幼稚園就園助成
（Ａ～Ｄランク）

幼稚園教育の振興を図るとともに、私立幼稚園に就園さ
せている保護者の経済的負担の軽減を目的として市民税
所得割額に応じて助成を行う。

幼稚園教育の振興
保護者の経済的負担が
大きく負担の軽減を図る
ことが必要。

保護者の経済的負担の軽減を目的に世帯
の所得状況に応じて就園奨励費助成を行
う。なお、国の基準見直しを考慮したうえ
で、市の独自基準の充実を図る。私立幼稚園就園助成

（財源配分）
国の基準を上回る所得層に対し市独自の市民税所得割
額の基準を設けて助成を行う。

私学助成（幼稚園）
私立幼稚園での幼児教育環境の充実などのための助成
を行う。

私立幼稚園における
幼児教育振興や子育
て支援機能の充実

本市の幼稚園児の９８％
は私立幼稚園に通って
いることから、私立幼稚
園における幼児教育振
興などを積極的に進める
ことが必要。

本市の幼児教育および子育て支援におい
て私立幼稚園は大きな役割を果たしてい
る。今後も、私立幼稚園での幼児教育の振
興および子育て支援の充実のため、助成
制度を継続するが、私立幼稚園の認定こ
ども園への移行など「子ども・子育て支援
新制度」による国の動きに沿って見直しを
行う必要がある。

私学助成（幼稚園事業を拡
充）

私立幼稚園の職員給与１％相当の処遇改善を行うため所
要額を助成する。

次世代育成子育て支援事業
私立幼稚園が行う預かり保育や子育て相談、体験保育な
どの子育て支援機能の充実のための助成を行う。

私立幼稚園貸付金



平成27年度　課の事業一覧

組
織
名

重
点
項
目

課長 1 人

係長 1 人

職員 1 人

No. 主要 業務目的 課題

1 ○

2 ○

3 ○

4 ○

5

6

7 その他 ―男女共同参画一般管理 男女共同参画推進課事務費 ―

ムーブ及びレディスもじ・やはたという地域の活動拠点施
設を通じて、市民の男女共同参画に関する理解促進、女
性の就業支援等、様々な事業を行う。

男女共同参画センター施設
整備事業

男女共同参画センターの施設整備を行う。

男女共同参画推進施
設の整備

― ―

男女共同参画センター及び
勤労婦人センター施設整備
事業

男女共同参画センター及び勤労婦人センターの施設整備
を行う。

男女共同参画基本計画推進
事業

男女共同参画基本計画の着実な推進のため、男女共同
参画審議会などの開催や事業報告などを行う。
DVに対する広報・啓発を行う。

男女が性別にかかわ
りなく社会のあらゆる
分野に共に参画し、
その個性と能力を十
分に発揮することが
できる男女共同参画
社会の形成

・あらゆる分野における
政策・方針決定過程への
女性の参画拡大と男女
共同参画意識の浸透を
一層図ることが必要
・女性の就業、キャリア
アップ等を一層支援して
いくことが必要
・ドメスティック・バイオレ
ンス(DV)に対する認識に
ついて、更なる広報・啓
発が必要

・事業者・地域等における方針決定過程へ
の女性の参画拡大を進める。
・男女共同参画センター等において、女性
の就業に関するスキル取得、キャリア形
成・キャリアアップへの支援などの事業を
充実する。
・DVに対する更なる啓発に取り組む。
・（公財）アジア女性交流・研究フォーラム
の研究部門については、第３次男女共同
参画基本計画に直結したプログラムの実
施や、市民に見える形での成果の還元を
行う。

地域における男女共同参画
推進啓発事業

地域における広報啓発事業を通して、男女共同参画推進
社会の実現を目指していく。

（公財）アジア女性交流・研究
フォーラム事業

男女共同参画推進という市の政策課題に対応するため、
国際的な視点等も加えながら様々な事業を推進する。

男女共同参画センター及び
勤労婦人センター管理運営
事業（指定管理）

489,298 千円 29,000 千円

事業名 事業概要 課題解決に向けた強化・見直し内容

子ども家庭局 男女共同参画推進課
男女共同参画基本計画に基づく計画的・総合的な事業の実施
・あらゆる分野における政策・方針決定過程への女性の参画を拡大すると共に、男女共同参画意識が浸透した社会、地域の実現を目指す。
・女性に対する暴力等人権侵害行為の根絶と、生涯を通じた女性の健康支援を推進する。

課
長
名

櫻江　裕美
コ
ス
ト
事業費

27年度当初予算額

人件費

目安の金額



平成27年度　課の事業一覧

組
織
名

重
点
項
目

課長 2 人

係長 8 人

職員 17 人

No. 主要 業務目的 課題

1

2

3

4

5 ○

6 ○

7 ○

8

・待機児童を出さないように、増設工事や
建物リースにより、施設の増設整備を行
う。

・児童への対応を充実するため、児童おお
むね４０人に対して、指導員２人を配置し、
うち１名は有資格者とする。

・指導員を対象とした研修の拡充や、臨床
心理士等による訪問指導等に引き続き取
り組む。

・利用者ニーズに対応するため、１９時まで
の開設延長に取り組む。

・地域の特色を活かした魅力あるクラブづく
りを推進する。

コ
ス
ト

子育て支援課

子どもの健全育成と子育て支援を推進する。
　①放課後児童クラブの充実
　②児童館の充実
　③母子保健の推進
　④母子医療等の助成
　⑤子育ての悩みや不安への対応
　⑥地域における子育ての支援の環境づくり
　⑦社会的養護が必要な子どもへの支援
　⑧ひとり親家庭への支援

課題解決に向けた強化・見直し内容

・利用児童の増加に対応
するため、児童の生活ス
ペース等必要な環境の
整備

・障害児を含め利用児童
増加に対応するための
指導員の資質向上等

・保育所では１９時まで
の延長保育に取り組ん
でおり、クラブの開設時
間との間に差、「小1の
壁」が生じている

放課後児童クラブの開設時間の標準化等により運営体制
の充実を図る。また、障害児を含め、利用者が増加する中
で、児童への対応を充実するため、適切な指導員数を配
置するとともに、指導員の資質向上を図る。そのための管
理運営経費。

事業概要

放課後児童クラブ管理費

子ども家庭局

放課後児童クラブ運営費

27年度当初予算額

33,154,503

放課後児童クラブ管理費

放課後児童クラブ整備費

放課後児童クラブの
充実

放課後児童クラブ等活動支
援事業

230,500

課
長
名

西尾　典弘

放課後児童クラブ運営費（拡
充）

放課後児童クラブ管理費

事業名

事業費

目安の金額

千円
人件費

千円

放課後児童クラブ改修 放課後児童クラブの施設・設備の修繕、補修経費

放課後児童クラブ等に、スポーツ、文化等の指導員を派遣
し、体験活動の充実のための支援を行う。

留守家庭以外の児童も受け入れ、希望するすべての子ど
もたちの放課後の居場所づくりを進めるため、放課後児童
クラブの施設整備を行う。



No. 主要 業務目的 課題 課題解決に向けた強化・見直し内容事業概要事業名

9 ○

10

11

12

13 ○

14 ○

15 ○

16

17

18

19

20

養育支援の必要な家
庭に対する支援の充
実

・発達障害の早期発見

・児童虐待の予防

・指定管理の提案内容で、実施可能なもの
から実施する。

・児童育成活動について、引き続き支援す
る。

・子育ての孤立化を防ぎ、乳児の健全な育
成の確保を図るため、生後４か月までの乳
児がいるすべての家庭を訪問し、適切な指
導や支援につなげる。

・児童育成活動の充実

・食育の取り組みとして、妊娠期、乳幼児期
の食に関する教室を開催し、悩み解消のた
めのきめ細かい指導を行う。また、各段階
の食生活について、食育の啓発を行う。

・思春期保健連絡会を開催し、小中学校で
の健康教育に加えて、保護者や地域ととも
に思春期の課題に取組めるよう、効率的に
実施する。

基本的生活習慣の定
着や食育の推進

・妊娠期や乳幼児期の食
育の推進

・思春期保健の推進

思春期保健連絡会
思春期保健に関し、医療･学校･地域･行政等の関係者に
よる連絡会を開催し、協議された内容について、啓発及び
保健指導等を実施する。

食を通じた乳幼児等の健康
づくり事業

妊産婦や乳幼児の食に関する悩みや不安を解消するた
め、離乳食教室、健康料理教室を開催する。また、乳幼児
の食事、妊娠中の食事についてのリーフレットを作成･配
布する。

親子ですすめる食育推進事
業

幼稚園や保育所等において、乳幼児の保護者を対象に、
食育について、栄養士の講話や調理実演などの教室を開
催する。

地域でつくる子育て応援事業
区の推進協議会やまちづくり協議会等と連携し、子育てに
間するボランティア活動や地域特性を生かした子育て支援
活動等を支援する。

母子保健調査研究事業 母子保健に関する総合的な調査・研究を実施する。

母子健康診査
妊婦や乳幼児の健康の保持増進を図るとともに、妊娠・出
産・育児における経済的負担の軽減を図るため、妊婦や
乳幼児健診について公費助成を行う。

のびのび赤ちゃん訪問事業
生後４か月までの乳児がいるすべての家庭を訪問し、子
育て情報の提供を行うともに、支援が必要な家庭に対して
適切な指導や支援、サービスの提供に結びつける。

すくすく子育て支援事業

児童館の管理・運営費（指
管）

児童健全育成ボランティア
（みらい子育てネット）推進事
業

北九州市地域活動連絡協議
会運営補助

児童館運営費 児童館（旧センター除く３３館）の運営委託経費

安全に安心して妊
娠・出産できる環境
づくり

・子育ての孤立化の防止

・妊婦健診の確実な受診

・妊娠、出産に関する情
報の提供

・母子の健康支援や養育リスクを妊娠期、
出産、子育て期と切れ目なく把握し支援す
る。

・妊婦健診、乳幼児健診について、これま
での公費助成制度を維持する。また乳幼
児健診未受診者への対策を実施する。

安心して生み育てることができる環境づくりを推進するた
め、妊娠・出産・育児期における保健事業を実施する。

旧児童センター（９館）の運営委託経費

児童館を拠点として児童健全育成活動をしている「みらい
子育てネット（旧母親クラブ）」の活動に対する補助。

同協議会（旧母親クラブ連絡協議会）の活動（総会、研修、
行政機関への各種協力等）に対する補助。

児童館の充実

・未就学児や中高生の利
用促進



No. 主要 業務目的 課題 課題解決に向けた強化・見直し内容事業概要事業名

21

22

23

24 ○
・乳幼児等医療費支給事
業の継続実施

25 ○

26 ○

27 ○

・特定不妊治療の助成と交流会を引き続き
実施する。
・母子公費負担医療費の助成を引き続き
実施する。
・小児慢性特定疾患の助成対象疾病の拡
充及び疾病時の自立のための自立支援員
を配置し、相談支援事業を実施する。

・親子ふれあいルームが、各地域の子育て
支援団体・施設等との連携ができるよう、
各種会議での周知やアドバイザーの派遣
等を通じて支援していく。また、ニーズに
あった研修の実施や全ルームの連絡会議
の開催を通じ情報交換を行い、事業者間
の連携を図り、活動を充実させることで、利
用者増を図る。みんなの子育て・親育ち支援

事業

地域全体の育児力を高め、親の社会的成長を促すため、
身近な地域における子育て支援及び子育てにかかわる団
体への活動支援を行う。

親子ふれあいルーム運営委
託

親子ふれあいルーム運営事
業

親子が気軽に集い、交流、情報交換、育児相談等ができ
る親子ふれあいルームの運営委託経費

地域における子育て
支援の環境づくり

乳幼児等医療費支給事業
乳幼児等の保険診療にかかる医療費の自己負担額を助
成する。

・増大する福祉医療費の状況を踏まえ、持
続的な福祉医療制度のあり方について検
討を行う。

母子医療等の助成

・不妊治療に関する支援
や啓発

・母子医療費等の負担の
軽減

特定不妊治療費助成事業
特定不妊治療（体外受精及び顕微授精）に要する費用の
一部を助成し、専門の相談窓口を設置し相談に応じる。

母子公費負担医療費助成
母子保健法等に基づき、障害の予防、医療費負担の軽減
等のため、医療費の公費負担を行う。

新生児聴覚検査事業
聴覚障害を早期発見し、早期療育に繋げるため、新生児
に対する聴覚検査費用の一部を助成し、関係機関と連携
を取り支援を行う。

・区レベルの子育て支援
の拠点としての親子ふれ
あいルームの充実

・地域で子育てを支える
取り組みの推進



No. 主要 業務目的 課題 課題解決に向けた強化・見直し内容事業概要事業名

28 ○
・子育てに関する相談窓
口の利用推進と充実

29

30

31

32

33

34 ・ＤＶ被害者への支援

35 ○

36

消費税引き上げによる子育て世帯への影響を緩和するた
めに、児童手当の支給対象児童に対し、臨時給付金を支
給する。

・手当を支給することにより、子どもの育ち
を支援する。

・経済的な理由により、入院助産を受けら
れない妊産婦を支援する。

・保護者の育児疲れにより児童の養育が
困難となる家庭が利用可能なサービスを
提供できるように、対象事業の要綱等を見
直す。

子育ての悩みや不安
への対応

保護者等の疾病等の事由により、家庭における養育が一
時的に困難となった場合に、児童養護施設等において短
期的に養育する。

民間ＤＶシェルター活動支援
ＤＶ被害者の保護支援活動を行っている民間団体に対す
る補助金。

ほっと子育てふれあい事業
子育ての援助を行いたい「提供会員」と、援助を受けたい
「依頼会員」とでボランティア組織をつくり、相互支援活動
を行う。

・児童の養育が困難とな
る家庭に対し、児童を短
期であずかることが可能
なサービスがない。

災害遺児手当 交通遺児、災害遺児を養育する人に手当を支給する。

助産施設措置費
児童福祉法に基づき、助産施設へ、経済的な理由などに
より入院助産を受けることができない妊産婦の助産に要す
る経費を支弁する。

・子育ての経済的負担な
負担の軽減

児童手当

親子短期支援事業

子育て世帯に対する臨時特
例給付金事業

子ども・家庭相談コーナー運
営事業

子どもと家庭に関する総合相談窓口として、各区に設置さ
れている子ども・家庭相談コーナーの運営経費。

・ＤＶ被害者を保護するため、民間団体の
シェルターの運営を引き続き支援する。

児童手当法に基づき、中学校終了前までにある児童を監
護し生計を維持する人に手当を支給する。

児童手当事務費 児童手当支給に要する事務費。

・「子ども・家庭相談コーナー」では、相談件数が増加し、そ
の相談内容も複雑化している。そのため、計画的な研修を
通じて、相談員の資質の向上を図り、引き続き事業を継続
する。



No. 主要 業務目的 課題 課題解決に向けた強化・見直し内容事業概要事業名

37 ○

38 ○

39

40

41 ○

42 ○

43

44

45

46

47

・児童虐待の早期発見・対応につながる体
制づくりを進めるため、医療機関を中心とし
てネットワークを構築する。

・児童の自立を支援する制度の充実、発達
障害児等への手厚いケアを行う等児童の
養育環境の充実、改善に努める。

社会的養護が必要な
子どもへの支援

児童養護施設を退所する児童に対し、安定した自立生活
を開始するための支援のため、一人暮らし助成、大学進
学の助成を行う。

児童家庭支援センター運営
児童虐待等、児童・家庭・地域住民からの相談に応じ、児
童相談所との連携・連絡調整等を総合的に行う児童家庭
支援センターの運営経費。

児童養護施設等処遇改善事
業

児童養護施設に入所している発達障害児などの処遇困難
児への必要なケアと他児の処遇の質を確保するための職
員加配費用。

民間の児童養護施設及び乳児院に対し、運営費の不足を
補い、施設運営の円滑化並びに入所児童及び職員の処
遇の向上を図るための補助を行う。

・子どもに合った養育環
境の調査提供と体制の
整備

地域児童健全育成推進事業
児童養護施設等職員の研修事業委託経費及び児童養護
施設等入所児童の交流事業経費。

児童福祉施設総合支援事業
児童養護施設の入所者の保証人を確保しやすくするため
損害賠償保険料及び児童養護施設職員の指導員養成研
修経費。

児童養護施設等措置費

元利補給補助（児童養護施
設等）

老朽改築等施設整備を行った社会福祉法人（児童養護施
設、乳児院）を対象に、借入金償還の元金及び利子につ
いて補助を行う。

児童養護施設等入所児童自
立生活支援事業

児童虐待防止医療ネットワー
ク事業

児童虐待の早期発見・対応につながる体制づくりを進める
ため医療機関を中心としたネットワークを構築する。

児童養護施設等措置費（拡
充）

児童福祉法に基づき、児童入所施設に対し、入所措置等
による児童の養育又は保護に要する費用を支弁する。

児童養護施設等入所児童に
対する学習支援事業

児童養護施設に対し、入所児童に対する学習支援や自立
に向けた学力向上支援に要する費用を支弁する。

民間児童養護施設等運営補
助



No. 主要 業務目的 課題 課題解決に向けた強化・見直し内容事業概要事業名

48

49

50

51

52 ○

53

54

55

56

57

母子生活支援施設措置費
児童福祉法に基づき、母子生活支援施設に対し、児童の
福祉に欠ける母子家庭を入所措置等させ、保護すること
に伴う費用を支弁する。

就職が困難なひとり親家庭の父母の就業と自立を支援す
るため、ひとり親家庭への理解を示す複数の企業との面
談の場を提供する。

児童扶養手当
児童扶養手当法に基づき、１８歳までの児童を監護又は
養育する、ひとり親家庭の親等に対し手当を支給する。

北九州市母子寡婦福祉大会
補助金

ひとり親家庭のための北九
州市合同就職説明会

母子家庭等への育児や食事の世話などの手伝いをする
家庭生活支援員の派遣委託料、交流会委託料及び指定
宿泊所に対する利用補助。

ひとり親家庭の父母に対し、就職に有利な資格を取得す
るための自立支援給付金を支給する。

ひとり親家庭の自立応援事
業

ひとり親家庭の父母に対し、就職に有利な資格を取得す
るために支給している自立支援給付金の給付額を増加等
するなど、経済的な自立を支援する。

母子・父子福祉センター運営
事業

母子家庭、父子家庭、寡婦の福祉を総合的に推進する拠
点である母子・父子福祉センターの事業運営に係る経費。

母子家庭等生活支援事業

北九州市母子寡婦福祉研修大会の運営経費に対する補
助金。

母子生活支援施設運営費
（施設整備）

母子生活支援施設の修繕等、維持経費。

ひとり親家庭自立支援給付
金事業

ひとり親家庭自立支援給付
金事業

・ひとり親家庭の生活の安定と向上を図る
ため、引き続き、就業支援、経済的支援、
子育て・生活支援、相談・情報提供等の施
策に総合的に取り組む。

・ひとり親家庭等への支援を総合的に行う
母子・父子福祉センターの認知度が低いこ
とから、様々な機会を通じてＰＲし、また、
就業支援の講座を見直すなど、利用者の
増加を目指し、ひとり家庭等の自立促進を
図る。

・就業支援の充実を図るため、２４年度か
ら、母子福祉センターの就業支援員に専門
職を配置して行っている自立支援プログラ
ム策定事業をＰＲし、事業による就業者の
増加を図る。

・ひとり親家庭の生活の
安定につながる就業、経
済的支援

・ひとり親家庭の支援を
する窓口や事業の周知

・父子家庭への支援の拡
大

ひとり親家庭等の生
活の安定と向上



No. 主要 業務目的 課題 課題解決に向けた強化・見直し内容事業概要事業名

58

59

60

61

62

63

64

65

66

67

母子寡婦福祉資金システム
改修

マイナンバー法施行に伴う母子寡婦福祉システム改修経
費。

児童館等耐震診断
昭和５６年６月以前建築の児童館等の施設について、耐
震改修工事の要否を判断するため、耐震診断を行う。

児童手当及び児童扶養手当
システム開発

現行システムの保守サポート終了及びマイナンバー法施
行に伴うシステム開発経費

母子保健システム開発
現行システム等の解体に伴う新システム整備及びマイナ
ンバー法施行に伴うシステム開発経費

父子福祉資金貸付金
配偶者のない男子で現に児童を扶養しているものに対し、
経済的自立、児童の福祉等のための資金を貸し付ける。

寡婦福祉資金貸付金
寡婦に対し、経済的自立、扶養している子の福祉等のた
めの資金を貸し付ける。

貸付事業総務費 母子寡婦福祉資金貸付に要する事務費。

母子福祉資金貸付金
配偶者のない女子で現に児童を扶養しているものに対し、
経済的自立、児童の福祉等のための資金を貸し付ける。

ひとり親家庭等医療費支給
事業

ひとり親及びひとり親家庭の児童並びに父母のない児童
の保険診療にかかる医療費の自己負担額を助成する。

児童扶養手当事務費 児童扶養手当支給に要する事務費。

ひとり親家庭等の生
活の安定と向上

・ひとり親家庭の生活の安定と向上を図る
ため、引き続き、就業支援、経済的支援、
子育て・生活支援、相談・情報提供等の施
策に総合的に取り組む。

・ひとり親家庭等への支援を総合的に行う
母子・父子福祉センターの認知度が低いこ
とから、様々な機会を通じてＰＲし、また、
就業支援の講座を見直すなど、利用者の
増加を目指し、ひとり家庭等の自立促進を
図る。

・就業支援の充実を図るため、２４年度か
ら、母子福祉センターの就業支援員に専門
職を配置して行っている自立支援プログラ
ム策定事業をＰＲし、事業による就業者の
増加を図る。

・ひとり親家庭の生活の
安定につながる就業、経
済的支援

・ひとり親家庭の支援を
する窓口や事業の周知

・父子家庭への支援の拡
大

その他 － －



No. 主要 業務目的 課題 課題解決に向けた強化・見直し内容事業概要事業名

68

69

70

71

72

73

74

75

76

77

市内３３館の児童館のうち、老朽化に伴う児童館の内外壁
の剥落や雨漏りの恐れがある施設の大規模改修を行う。

児童館整備 老朽化の進む施設の修繕、補修等を行う。

繰出金（一般会計）
母子寡婦福祉資金特別会計剰余金を一般会計に繰り入
れるための繰出金。

母子寡婦福祉資金貸付に要する事務費について、一般会
計から母子寡婦福祉資金特別会計への繰出金

その他

児童館改修

繰出金（公債償還）
母子寡婦福祉資金特別会計剰余金を国に償還するため
の繰出金。

母子寡婦福祉資金特別会計
繰出金（臨時）

母子寡婦福祉資金特別会計
繰出金（配分）

研究集会等参加（児童セン
ター）

児童館職員（旧児童センター）の各種研修参加に要する経
費。

子育て支援課一般 課の一般事務費。

児童館の管理・運営（法令） 児童館（旧児童センター）の改修工事経費。

児童館の管理・運営（法令）
児童館（旧児童センター）の施設修繕、備品購入のための
経費。

－ －



平成27年度　課の事業一覧

組
織
名

重
点
項
目

課長 5 人

係長 6 人

職員 11 人

No. 主要 業務目的 課題

1

2

3

4

5

6

7

8 保育所連盟運営費補助
保育事務の円滑化を図るため、各保育所の補助金の受付
や交付事務等を行う北九州市保育所連盟に対して、運営
費の補助を行う。

認可外保育施設に従事する職員の感染症などへの罹患
を未然に防止することにより、施設を利用する児童の衛生
及び安全を確保するため、北九州市内に所在する認可外
保育施設に勤務する職員の健康診断に要する経費の一
部補助を行う。

認可外保育施設衛生・安全
対策事業（児童分）

乳幼児の衛生及び安全を確保し、その健全育成に資する
ため、認可外保育施設を利用する児童の健康診断に要す
る経費の一部補助を行う。

福祉サービスの第三者評価
事業

福祉サービスの質の向上と利用者への事業者選択情報
の提供を目的として、事業者の提供する福祉サービスの
質の第三者評価を行う。

民間保育所運営補助
児童の処遇向上及び公私格差是正のため、民間保育所
に対し運営費の補助を行う。

保育カウンセラー事業

児童虐待の早期対応・防止等のため、保育カウンセラーと
保育アドバイザーが市内認可保育所を訪問し、児童処遇
に関する相談、児童のケアや保護者対応を指導、助言し
ながら、保育所を支援する。
また、緊急事件等発生時において、迅速に児童、保護者、
保育士等のカウンセリングを行い、対象者の心のケアに努
める。

保育の質の向上

・多様化する課題に対応
しながら、子ども・家庭・
地域への支援を進める
ため、保育士の専門性
の向上に取り組むととも
に、その業務を支える取
り組みを進め、保育の質
の向上を図ることが必要

・保育所に求められる役割の多様化を踏ま
え、体系的な研修等を通じて保育士等の専
門性の向上に取り組むとともに、保育所に
対する専門的な支援体制を強化し、保育の
質のさらなる向上を図る。

認可外保育施設研修代替職
員費補助

認可外保育施設の保育従事者の資質向上及び入所児童
の処遇向上を目的として、認可外保育施設の保育従事者
に研修への参加を促進させるため、代替職員を雇用した
場合の経費の一部補助を行う。

保育指導専門員の配置
認可外保育施設の指導監督の強化のため、認可保育所
の所長経験者を保育課に配置し、きめ細かな指導を行う。

認可外保育施設衛生･安全
対策事業（職員分）

21,286,498 千円 200,000 千円

事業名 事業概要 課題解決に向けた強化・見直し内容

子ども家庭局 保育課
・待機児童対策と子ども・子育て支援新制度への対応
・保育士の確保対策の強化
・保育ニーズを踏まえた多様な保育サービスの実施

課
長
名

黒岩　亮
コ
ス
ト
事業費

27年度当初予算額

人件費

目安の金額



No. 主要 業務目的 課題事業名 事業概要 課題解決に向けた強化・見直し内容

9

10

11

12

13

14 ○

15

16

17 ○

18

19

20 研究集会等参加（保育） 人権研修等各種研修参加に要する経費。

直営保育所の施設の長寿命化・延命化を図るために、施
設の大規模改修等を実施する。

公立保育所運営費（配分）
直営保育所のより良い保育環境を整えるため、施設修繕
等を行う。

保育推進（家庭に対する啓発
事業の推進）

家庭支援推進保育所の乳幼児の健全な発達を図るため、
保護者に対して育児知識、育児技術の啓発を行う。

保育推進（保育に関する研
修）

職員の家庭支援推進保育に対する認識を深めるため、家
庭支援推進保育に関する日常の研究や実践活動の交流
を行う。

・保育所に求められる役割の多様化を踏ま
え、体系的な研修等を通じて保育士等の専
門性の向上に取り組むとともに、保育所に
対する専門的な支援体制を強化し、保育の
質のさらなる向上を図る。

元利補給補助（保育所）
社会福祉法人等が施設整備のため、独立行政法人福祉
医療機構及び北九州市社会福祉協議会から借り入れた
資金の元金及び利子の一部補助を行う。

施設連盟団体補助金
本市の保育事業の振興を図るため、市内全保育所の職員
を対象とし、毎年開催する「北九州市保育研修大会」等に
要する経費の補助を行う。

保育料徴収業務
保育料の収納対策のため、保育所長を保育料収納事務
協力員に任命して、保育所での保育料徴収業務を行う。

第三者評価事業フォローアッ
プ研修会

北九州市児童福祉施設等第三者評価基準の理解を更に
促進し、保育の質の向上を図るため、研修会を行う。

保育士等資格活用研修事業

給食献立伝達研修
保育所給食業務遂行上必要な基礎知識・技能の習得及び
献立内容の伝達のための研修を行う。

保育の質の向上

・多様化する課題に対応
しながら、子ども・家庭・
地域への支援を進める
ため、保育士の専門性
の向上に取り組むととも
に、その業務を支える取
り組みを進め、保育の質
の向上を図ることが必要

保育所待機児童の解消を図るため、保育士資格を持って
いて、現在、保育所等の職に就いていない人を対象に研
修や実習を行う。

保育所園庭芝生化事業
元気な子どもの育成を目的とし、入所児童が保育所園庭
で跳んだりはねたりできるよう、保育所園庭の芝生化を行
う。

公立保育所改良事業



No. 主要 業務目的 課題事業名 事業概要 課題解決に向けた強化・見直し内容

21

22

23

24

25

26 ○

27 ○

28

29

30

31 ○

第１、第２緑地保育センターの管理・運営を指定管理者制
度を活用し、委任する。

公立保育所運営委託(指管)
指定管理保育所８所と藍島保育所（へき地保育所）の管
理・運営を指定管理者制度を活用し、委任する。

予備保育士雇用費補助

年度の前半に配置に必要な保育士数を超えて正規保育
士を雇用した場合に、人件費を助成することで、保育士確
保、待機児童解消の課題である上半期における予備保育
士の雇用を図る。

保育士・保育所支援センター
開設等事業

待機児童対策の一環として，保育士の専門性向上と質の
高い人材を安定的に確保する等の観点から、「保育士・保
育所支援センター」を設置し，潜在保育士の就職や保育所
の潜在保育士活用支援等を行う。

・保育所に求められる役割の多様化を踏ま
え、体系的な研修等を通じて保育士等の専
門性の向上に取り組むとともに、保育所に
対する専門的な支援体制を強化し、保育の
質のさらなる向上を図る。

保育所の管理（施設整備・施
設改良）

家庭支援推進保育所のより良い保育環境を整えるため、
施設修繕等を行う。

保育推進（保育内容の充実・
公立）

家庭支援推進保育所のより良い保育環境を整えるため、
保育内容の充実を図る。

託児施設援護事業
入所している乳幼児の処遇向上を図るため、昭和59年4月
1日以前に施設開設の届出があった認可外保育施設に対
して、援護費の支給を行う。

直営保育所保育環境整備工
事

建物の延命化を図るため、築３０年以上が経過し施設の
老朽化が著しい直営保育所について、計画的に大規模な
内部改修を行うことによって、保育環境を整備する。

施設型給付（保育所）

保育推進（加配保育士の配
置等）

保育の質の向上を図るため、家庭支援推進保育所に対
し、保育士の加配を行う。

保育の質の向上

・多様化する課題に対応
しながら、子ども・家庭・
地域への支援を進める
ため、保育士の専門性
の向上に取り組むととも
に、その業務を支える取
り組みを進め、保育の質
の向上を図ることが必要

民間保育所における保育を行うため、必要な経費を給付
する。

公立保育所運営費（義務）
直営保育所のよりよい保育環境を整えるため、必要な保
育及び整備を行う。

緑地保育センター運営委託



No. 主要 業務目的 課題事業名 事業概要 課題解決に向けた強化・見直し内容

32 ○

33 ○

34

35 ○

36 ○

多様な保育ニーズに対応するため、家庭での保育が困難
な病気中・病気の回復期にある児童を一時的に預かる病
児・病後児保育を実施する。

公立保育所特別保育事業
多様な保育ニーズに対応するため、直営保育所の延長保
育、一時保育、障害児保育等の特別保育事業を実施す
る。

特別保育事業補助
多様な保育ニーズに対応するため、民間保育所の延長保
育、一時保育、障害児保育等の特別保育事業を実施す
る。

多様なニーズに対応
した特別保育及び障
害児保育の充実

・延長保育・夜間保育などの
「特別保育」については、仕事
と、家庭における子どもの生活
リズムや子育てとの調和に配
慮し、その必要性を見極めな
がら充実を図ることが必要
・子どもが病気の時の対応に
ついて、子どものために仕事を
休める体制と、病気の子どもを
預かる仕組みの両方を確立す
ることが必要
・障害のある子どもについて、
子どもの状況に配慮しながら、
保育所での受け入れをさらに
進め、保護者の仕事と子育て
の両立を支援することが必要
・発達障害など特別な支援を
要する子どもについて、専門機
関との連携のもと、子どもの発
達に応じた適切な保育を行い
ながら、保護者の障害受容へ
向けた働きかけを行うことが必
要

・家庭における子育てと仕事の調和や、子
どもの生活リズムに十分配慮しながら、延
長保育や病児保育など、多様なニーズに
対応した保育サービスの充実を図る。
Ｈ２７年度については、多様な保育ニーズ
に応えるため、民間保育所での午後７時ま
での延長保育を４箇所拡充するとともに、
午後８時までの延長保育を１箇所で実施す
る。また、家庭での保育が一時的に困難に
なった場合の一時保育を行う施設を６箇所
増やす。
・病児・病後児保育施設の認知度上昇のた
め、効果的なPRに努める。
・障害のある子どもの福祉の向上および保
護者の仕事と子育ての両立支援を図るた
め、関係機関との連携を深めながら、障害
児保育の充実に取り組む。

特別保育事業補助（重点）
民間保育所の特別保育事業の拡充を図るため、一時保育
等の実施箇所数を増やす。

休日保育事業
保護者の就労形態の多様化により、休日に就業する保護
者等を支援するため、休日に保育所を開所し、保育に欠け
る児童の保育を行う。

病児・病後児保育事業



No. 主要 業務目的 課題事業名 事業概要 課題解決に向けた強化・見直し内容

37

38

39 ○

40

41 ○

42 ○

43

44

45

新・認可を目指す認可外保育
施設への支援事業（運営費）

年間を通じた待機児童の解消を図るため、認可保育所ま
たは認定こども園、地域型保育事業への移行を希望し、認
可基準を満たす見込みのある認可外保育施設に対し、運
営費等の一部を助成する。

新・地域型保育給付（事業所
内保育）

年間を通じた待機児童の解消を図るため、年度中途の入
所が困難となっている３歳未満児の保育ニーズに対応す
ることを目的に、自社従業員だけではなく地域の子どもを
受け入れる事業所内保育施設に対し、運営費を助成す
る。

・今後の就学前児童数の
動向や、保護者の就労
希望の動向を踏まえな
がら、保育所入所定員の
見直しを図ることが必要
・入所定員の見直しにあ
たっては、地区ごとの保
育所配置の現状や児童
数の動向を踏まえなが
ら、入所希望に対応でき
るよう「適正配置」を推進
することが必要

・本市の保育所配置の現状や、保護者の就労
状況、地区ごとの児童数の動向などを踏まえな
がら、保育所の適正配置と機能の強化に取り
組む。
Ｈ２７年度については、年間を通じた待機児童
の解消を図るため、年度途中の入所が困難と
なっている３歳未満児の保育ニーズに対応する
ことを目的に、地域型保育を実施する。また、待
機児童対策の一環として、保育士の資格を持っ
ているが、保育士として就労していない「潜在保
育士」の就職や活用支援等を行うとともに、保
育士養成校卒業予定の学生等を対象に、就職
説明会を実施する等、保育所へのスムーズな
就職を支援し、保育士確保を図る。
さらに、保育所、幼稚園や地域の子育て支援事
業等の利用について、各区役所に１名ずつ保
育サービスコンシェルジュを配置し、保護者から
の相談に応じる。

民間保育所整備補助
老朽化及び耐震診断の結果、整備が必要と判断された民
間保育所について、保育環境を改善し、入所児童等の安
全性を確保するため、改築や大規模修繕等を行う。

地域型保育給付（小規模保
育　保育所）

「元気発進！子どもプラン」（次期計画）に基づき、年度中
途の入所が困難となっている３歳未満児の保育ニーズに
対応するために、小規模保育事業を実施する。保育所に
対して、運営費を助成する。

地域型保育給付（家庭的保
育）

産休明けを含む乳児期の保育ニーズに対応するため、生
後５７日以上、３歳未満児を、自宅等を開放して、保護者
から委託を受け、家庭的な明るい雰囲気の中で保育を行
う。

保育士就職支援事業
待機児童対策の一環として、保育士養成校卒業予定の学
生等を対象に、就職説明会を実施する等、保育所へのス
ムーズな就職を支援し、保育士確保を図る。

保育所の適正配置（建設・整
備）

保育所が不足する地域で施設の老朽改築とあわせて、定
員増を図るなど保育所の適正配置を推進するとともに、保
育環境の向上を図る。

保育サービスの基盤
整備（適正配置の推
進）

保育サービスコンシェルジュ
事業

保育所、幼稚園や地域の子育て支援の事業等の利用に
ついて、情報の収集と提供を行うとともに、利用にあたり、
子どもや保護者からの相談に応じるため、各区役所に１名
ずつ保育サービスコンシェルジュを配置する。

新・認可を目指す認可外保育
施設への支援事業（改修費）

年間を通じた待機児童の解消を図るため、認可保育所ま
たは認定こども園、地域型保育事業への移行を希望し、認
可基準を満たす見込みのある認可外保育施設に対し、施
設整備（改修費）を助成する。



No. 主要 業務目的 課題事業名 事業概要 課題解決に向けた強化・見直し内容

46 ○

47 ○

48

49 ○

50

51 その他 -保育課一般 保育課の一般事務に必要な経費。 -

子育て支援総合コーディネー
ター事業

「子育て支援サロンぴあちぇーれ」に子育て支援総合コー
ディネーターを配置し、面接、電話、インターネット（メール）
による子育てに関する相談への対応を行うとともに利用者
に必要な関係機関との連絡・調整を行う。 保育所における子育

て支援の充実

・家庭において子どもが
健やかに成長できるよ
う、今後とも、育児相談
や地域交流など、保育所
を拠点とした子育て支援
に取り組むことが必要
・直営保育所の機能を活
かしながら、発達の気に
なる子どもへの対応を強
化することが必要

・家庭における子育てを支援するため、育
児相談や情報提供、親子遊び、地域交流、
一時保育など、保育所の機能を活かした取
り組みを一層充実する。
あわせて、支援の必要な子どもと家庭への
対応を強化するため、直営保育所の機能
を活かした子育て支援の充実を図る。
Ｈ２７年度は、６ヶ所ある地域子育て支援セ
ンターのうち２ケ所を廃止予定とする。

地域子育て支援センター事
業

保育所等の有するノウハウを活用して、子育て支援家庭
支援活動の企画、調整等を担当する職員を指定保育所に
配置し拠点保育所として、地域子育て支援センターの運営
を行う。

直営保育所の再編と
機能強化

・直営保育所について、
運営の効率化とともに、
子育ての支援の観点か
ら、今後の役割、必要な
機能などを明確にした上
で、将来へ向けた施設の
再編と、その機能や人材
を活かした取り組みの強
化について検討すること
が必要

・直営保育所について、保育所運営の効率
化を図る。あわせて、直営保育所の施設と
人材を活用し、支援の必要な子どもと家庭
への継続した支援や、区役所の相談・コー
ディネート機能の強化を図る。

親子通園事業（拡充分）
直営保育所の「親子通園クラス」の拡充を図るため、実施
箇所数を増やす。

公立直営保育所調理業務の
民間委託

直営保育所給食調理業務の民間委託化にかかる経費。

親子通園事業

直営保育所で「親子通園クラス」を運営し、発達の気にな
る子どもを保護者とともに受け入れ保育所での遊びや体
験、相談を通じて継続して支援する。
また、保健・医療・福祉・教育の関係機関と連携しながら、
児童の保育所、幼稚園などへの移行を含めた伴走型支援
を行う。



平成27年度　課の事業一覧

組
織
名

重
点
項
目

課長 2 人

係長 5 人

職員 6 人

No. 主要 業務目的 課題

1

2

3 〇

4

5

6

7

8

9

10

野外教育等推進事業
自然体験活動などを通じて「生きる力」を育む野外活動等推進事
業に加え、夜宮青少年センターを拠点に中高生の居場所づくり、
ボランティアの養成などに取り組むもの。

青少年体験活動活性化事業
青少年育成事業情報を発信し、体験活動の場を紹介するととも
に、青年リーダーの養成などを通じて、更なる青少年の健全育
成環境づくりを図るもの。

北九州市・南九州市子ども交
流事業

南九州市・北九州市交流協定に基づき、それぞれの市の子ども
たちが相互交流する事業を通じて、両市の青少年の健全育成を
図るもの。

区ごとに子ども会、青少年育成団体や自治会等を構成員とする
実行委員会を設け、関係団体の協力のもと、子どもたちが楽しく
過ごせるイベントを実施するもの。

遊びの広場促進事業
子ども会をはじめとした青少年育成団体などの活動の活性化を
図るため、他の団体・グループ活動の参考になる事業に対し支
援を行うもの。

チャレンジ１００キロ
心身ともにたくましい子どもたちの育成を目的として、約１００名
の子どもたちが、市内の青少年施設に連泊しながら市内の山々
など約１００キロの行程を踏破するもの。

子ども会等地域活動推進事
業

地域における子どもの活動が全体的に低迷している状況にある
ため、地域で子どもたちが活動し成長する環境づくりや、そのよ
うな活動に携わる市民への支援を行う。

成人式
成人に達した青年を祝い励ますとともに、成人としての自覚を促
すため、市民・民間・行政が一体となって、成人式を実施するも
の。

青少年の健全育成
（体験活動の推進）

地域社会等における体
験活動等の機会の増加
が必要

青少年に豊富な社会体験活動等の機会や
場を提供する。

青少年団体育成補助金
青少年の健全育成や非行防止活動を推進するため、青少年団
体の運営や活動に対して補助金を交付し支援するもの。

青少年ボランティアステーショ
ン推進事業

青少年が行うボランティア体験活動を支援・促進するもの。

子どもまつり

482,200 千円 118,000 千円

事業名 事業概要 課題解決に向けた強化・見直し内容

子ども家庭局 青少年課

子どもや若者の健やかな成長や自立を支える環境づくりのため
　・青少年体験活動等活性化事業
　・「北九州市『青少年の非行を生まない地域づくり』推進本部」の運営
　・若者のための応援環境づくり推進事業　　　　　　　　などに取り組む

課
長
名

東田　重樹
コ
ス
ト
事業費

27年度当初予算額

人件費

目安の金額



No. 主要 業務目的 課題事業名 事業概要 課題解決に向けた強化・見直し内容

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20 〇

青少年の健全育成
（有害環境浄化、非
行少年等に対する支
援）

非行者率や再犯者率が
全国平均よりも高い状態
にあることを改善するこ
とが必要。

児童文化科学館及びこども文化会館の各種事業に要する経
費。

科学館のあり方検討業務
老朽化等の問題をかかえる児童文化科学館の整備、充実を図
る必要から、科学館のあり方検討を行うもの。

「北九州市『青少年の非行を
生まない地域づくり』推進本
部」運営事業

各種非行対策に対して効果的かつ総合的に、より実効性のある
取り組みを検討し、実施していくことで、『青少年の非行を生まな
い地域』の実現を図るもの。

児童文化施設各種事業

青少年を取り巻く有害環境（ネットや危険ド
ラッグ等を含む）を浄化するとともに、非行
防止教室等の充実により、非行を未然に
防止する取り組みを進める。
あわせて、非行歴のある少年の就労支援
等、地域で非行からの立ち直りを支えるた
めの取り組みを進める。

指定管理制度以外の青少年の家４施設及び、青少年キャンプ場
６施設の管理運営費。

青少年施設耐震診断事業 青少年施設について耐震診断を行う。

施設・設備の老朽化、
耐震強度不足等への対
応が必要

幅広い世代の市民が「科学技術」に興味を
持つための仕組みづくりの検討を進める。

児童文化施設管理運営費 児童文化科学館及びこども文化会館の管理運営経費。

児童文化施設管理運営費
（拡充）

プラネタリウムの番組がデジタルへ移行するため、簡易デジタル
投影機を導入する。

青少年施設運営管理事業
（指定管理）

「もじ少年自然の家」「玄海青年の家」「かぐめよし少年自然の
家」について指定管理者による運営管理を行うもの。

青少年の健全育成
（体験活動の推進）

建物・設備等の老朽化へ
の対応が必要

青少年施設の老朽化に対応し、安全かつ
快適に利用できるよう、改修工事や環境整
備に取り組む。

青少年施設建築物等定期点
検調査

市有建築物の法定点検の義務化に基づき、建築物の定期点検
を行うもの。平成２６年度は建築設備の点検を行う。

青少年施設環境整備事業
より安全かつ身近に、快適に利用できるように、青少年施設の
環境整備を行うもの。

青少年施設管理運営費



No. 主要 業務目的 課題事業名 事業概要 課題解決に向けた強化・見直し内容

21 〇

22 〇

23 〇

24 〇

25 その他 ―青少年課管理運営経費 青少年課の管理運営経費。 ―

「ユースステーション」運営費
中学生・高校生を中心とした若者の活動拠点となる、ユースス
テーションの管理運営経費及び各種事業にかかる経費。

若者の自立支援

子ども・若者を支援する
ためのネットワークづくり
が必要

若者の自立に向けた意
識啓発、生活訓練等の
機会を確保することが必
要

ネットワークの充実・強化と併せ、相談者の
状況に応じた自立支援プログラムの検討と
実施を行っていくとともに、各相談機関の
周知を行う。

子ども・若者応援センター
「YELL」運営費 子ども・若者応援センター「ＹＥＬＬ」を拠点とし、社会生活を円滑

に営む上で困難を抱えている子どもや若者の自立を応援・支援
するもの。子ども・若者応援センター

「YELL」管理費

若者のための応援環境づくり
推進事業

若者向けＨＰや「北九州市子ども・若者支援地域協議会」の運
営、ユースアドバイザー養成講習会の開催など、若者を総合的
にサポートする環境づくりを推進するもの。



平成27年度　課の事業一覧

組
織
名

重
点
項
目

課長 3 人

係長 11 人

職員 37 人

No. 主要 業務目的 課題

1 ○

2

3
社会的養護が必要な
子どもへの支援

・里親制度の促進が必要

4

5

6

7

8
子育ての悩みや不安
への対応

・引き続き、相談者への
適切な対応に努める。

昨年と同様の手法で実施する。

メンタルフレンド派遣事業
ひきこもり児童や被虐待児童の家庭にメンタルフレンドを
派遣し、児童の心の健康の回復や生活リズムの向上、虐
待の再発防止や早期発見を目指す。

非行少年の立ち直り支援と
体制強化事業

学校、警察、地域等と連携して、非行少年及びその家庭へ
の積極的な支援を行う。

２４時間子ども相談ホットライ
ン事業

児童・保護者の様々な悩みや児童虐待の緊急対応等、24
時間365日体制で電話相談に応じる。

里親促進事業
里親制度の普及啓発、里親のための研修・相談・援助な
ど、里親の支援を総合的に実施する。

事業の実績・ニーズ等を考慮した事業規模
の適正化等により、経費の削減に努めな
がら、事業を効果的に実施する。

少年支援室運営費

青少年の健全育成
・不登校や非行等の児童
の、学校や社会への復
帰支援が必要

事業の実績・ニーズ等を考慮した事業規模
の適正化等により、経費の削減に努めな
がら、事業を効果的に実施する。

ひきこもり等児童等宿泊等指
導事業

不登校やひきこもり等の児童に対し、体験型教室を実施
し、社会適応力や対人関係能力等の向上を図る。

不登校や非行等の児童に対し、学校や社会への復帰支援
を行う少年支援室の運営費。

児童虐待防止（子どもの人権
擁護）推進事業

児童虐待の発生予防、早期発見、早期対応及び適切な支
援を行う。

児童虐待への対応
・児童虐待の発生予防、
早期発見・早期対応が必
要

事業の実績・ニーズ等を考慮した事業規模
の適正化等により、経費の削減に努めな
がら、事業を効果的に実施する。家族のためのペアレントト

レーニング事業

虐待を行った保護者や養育不安のある保護者に対し、カ
ウンセリングや養育訓練を行い、児童虐待の再発防止、
発生予防等を図る。

168,093 千円 422,000 千円

事業名 事業概要 課題解決に向けた強化・見直し内容

子ども家庭局 子ども総合センター
・児童虐待の発生予防、早期発見、早期対応を行うとともに、再発防止を図る。
・里親制度を促進し、社会的養護が必要な子どもへの支援を図る。
・不登校や非行等の児童や保護者等に対する支援を行い、青少年の健全な育成を図る。

課
長
名

山田　貴広
コ
ス
ト
事業費

27年度当初予算額

人件費

目安の金額



No. 主要 業務目的 課題事業名 事業概要 課題解決に向けた強化・見直し内容

9

10

11

12

13

子ども相談情報システム社会
保障・税番号制度対応事業

社会保障・税番号制度の導入に伴う子ども相談情報シス
テムの改修にかかる経費。

子ども総合センター電話設備
更新事業

子ども総合センターの電話設備更新にかかる経費。

子ども総合センター運営費 子ども総合センター事務費。

その他 － －

一時保護所給食調理業務の
民間委託

一時保護所における給食調理業務を民間に委託し、安全
な給食を継続的に提供するもの。

車両更新（子ども総合セン
ター）

公用車のリースにかかる経費。


